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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による
ものです。 

３ 平成15年３月期、平成16年３月期、平成17年３月期及び平成19年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期
純利益」については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については、当期純損失を計上しているため記載し
ておりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
７ 純資産額の算定にあたり、第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 14,321 14,665 17,105 17,857 17,598

経常利益金額 (百万円) 161 585 696 549 284

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)

(百万円) 323 197 361 △ 203 163

純資産額 (百万円) 9,079 9,201 9,435 9,172 9,178

総資産額 (百万円) 20,276 20,599 22,223 23,667 23,600

１株当たり純資産額 (円) 275.74 279.45 286.60 278.64 274.99

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額(△)
(円) 9.83 6.00 10.98 △ 6.19 4.97

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.8 44.7 42.5 38.8 38.4

自己資本利益率 (％) 3.54 2.16 3.88 ― 1.79

株価収益率 (倍) 12.41 39.33 23.59 ― 48.09

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 428 1,557 1,141 401 655

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 422 △ 698 △ 1,164 △ 509 △ 720

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 762 △ 565 △ 279 △ 43 966

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,506 1,801 1,498 1,510 2,411

従業員数 (名) 358 362 375 412 418



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものです。 

３ 平成15年３月期、平成16年３月期、平成17年３月期及び平成19年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期

純利益」については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については当期純損失を計上しているため記載して

おりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

７ 純資産額の算定にあたり、第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

  

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 13,216 13,582 16,109 15,623 15,801

経常利益金額 (百万円) 178 598 705 397 195

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△)

(百万円) 340 209 344 △ 267 163

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749

純資産額 (百万円) 8,959 9,092 9,314 8,994 8,875

総資産額 (百万円) 18,926 19,487 21,037 20,745 21,172

１株当たり純資産額 (円) 272.09 276.17 282.92 273.23 269.63

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額(△)
(円) 10.33 6.38 10.47 △ 8.12 4.96

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.3 46.7 44.3 43.4 41.9

自己資本利益率 (％) 3.78 2.33 3.74 ― 1.83

株価収益率 (倍) 11.81 36.99 24.74 ― 48.19

配当性向 (％) 38.73 62.70 38.20 ― 80.65

従業員数 (名) 338 343 358 349 332



２ 【沿革】 

 
  

昭和12年10月 東洋精機株式会社を埼玉県蕨市に設立、資本金48万円。

昭和14年２月 社名を東洋精工業株式会社と変更、内燃機関用ピストン及びピストンリングを製

造。

昭和24年12月 ガス、水道用鋳鉄管(立型鋳鉄管)の製造を開始。

昭和27年３月 東京営業所を開設。

昭和29年９月 遠心力砂型鋳鉄管の製造開始。

昭和35年１月 社名を日本鋳鉄管株式会社と変更、資本金１億5,000万円。

昭和37年１月 本社を東京に移す。

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年５月 ダクタイル鋳鉄管(大口径管)の製造を開始。

昭和40年12月 建設業法による大臣登録の認可を受ける。

昭和42年４月 中部営業所(名古屋市)を開設。

昭和44年７月 東北営業所(仙台市)を開設。

昭和51年１月 北海道営業所(札幌市)を開設。

昭和53年６月 倉庫業務、運送業務を開始。

昭和56年５月 工場を埼玉県南埼玉郡菖蒲町へ全面移転。

昭和61年３月 鉄蓋工場(埼玉県久喜市)を買収し、製造を開始。

平成元年８月 多目的鋳造設備を導入。

平成５年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成８年３月 第１回無担保転換社債(調達資金30億円)の発行。

平成９年４月 日鋳商事株式会社の全株式を取得(現・連結子会社)。

平成10年１月 レジンコンクリート管の製造を開始。

平成10年８月 ポリエチレン管の製造を開始。

平成12年９月 九州営業所(福岡市)を開設。

平成13年11月 日鋳サービス株式会社を設立(現・連結子会社)。

平成15年４月 エンジニアリング事業部を新設。

平成16年１月 株式会社鶴見工材センターを設立(現・連結子会社)。

平成16年11月 中四国営業所(岡山市)を開設。

平成18年２月 利根鉄工株式会社の株式を取得(現・連結子会社)。

平成18年10月 大阪営業所(大阪市)を開設。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社と連結子会社４社及びその他の関係会社２社で構成され、上下水道・ガス用資

材であるダクタイル鋳鉄製品(鋳鉄管、鉄蓋)、樹脂管及び関連付属品の製造販売ならびに水関連工事のエ

ンジニアリング(設計・工事)を主な事業としており、さらに倉庫業、道路貨物運送業及び「産業廃棄物の

運搬及び積み替え保管事業」等を展開しております。 

当社グループの事業内容と、当社及び主要な関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであり

ます。 

なお、下記区分は後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］の注記に掲げる［事業の種類別セグ

メント情報］の区分と同一であります。 

 
  

日鋳商事株式会社 当社の販売店

株式会社鶴見工材センター ガス用配管材等の保管及び運送の委託

日鋳サービス株式会社 当社久喜菖蒲工場の業務請負先及び鉄管類リサイクル事業

利根鉄工株式会社 異形管・鉄蓋等の製造

JFEエンジニアリング株式会社 製品売上、エンジニアリングの受注、原材料等の購入等



事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ジェイ エフ イー ホールディングス㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

３ 議決権の被所有割合の( )内は、間接所有割合で内書きとして記載しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) ダクタイル鋳鉄
製品，エンジニ
アリング，樹脂
管・倉庫その他

日鋳商事㈱ 埼玉県蕨市 28 100.0 ―
① 役員の兼任２名 
② 営業上の取引 
  当社製品の販売店

(連結子会社) ① 役員の兼任２名

㈱鶴見工材センター
神奈川県 
横浜市鶴見区

50
樹脂管・倉庫そ
の他

60.0 ―

② 営業上の取引 
  ガス用配管材等の保管 
  及び輸送の委託先 
③ 資金援助 
  同社に対する資金融資

(連結子会社) ① 役員の兼任３名

日鋳サービス㈱
埼玉県南埼玉郡 
菖蒲町

40
樹脂管・倉庫そ
の他

100.0 ―
② 営業上の取引
 当社久喜菖蒲工場の
 業務請負先

(連結子会社) ① 役員の兼任１名

利根鉄工㈱
群馬県 
佐波郡玉村町

20
ダクタイル鋳鉄
製品

81.3 ―
② 営業上の取引 
  当社製品の製造

(その他の関係会社)

ジェイ エフ イー 
ホールディングス㈱

東京都千代田区 100,000

鉄鋼業、総合エ
ンジニアリング
業等を行う子会
社の持株会社

―
29.3

(29.3)
JFEエンジニアリング株式会
社の完全親会社

(その他の関係会社) ① 役員の兼任１名

JFEエンジニアリング㈱ 東京都千代田区 10,000
総合エンジニ
アリング業

― 29.2

② 営業上の取引
 製品売上、エンジニア
リングの受注、原材料
等の購入及び当社設備
工事の発注先

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ダクタイル鋳鉄製品 316

エンジニアリング事業 28

樹脂管・倉庫その他 50

全社(共通) 24

合計 418



(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、JAM埼玉日本鋳鉄管労働組合が組織されており、平成19年３月31日現在組合員数

は256名であります。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

332 39.2 13.1 6,014



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移し、また設備投資の増加や雇用情

勢に改善が見られるなど、景気は緩やかながらも回復基調で推移して参りました。一方、当社が依存

する公共事業部門におきましては、国及び地方自治体の厳しい財政事情から上下水道用資材の需要は

昨年度に引き続き減少傾向のまま推移いたしました。 

このような環境下、当社は地域営業の強化と選別受注の徹底をはかるとともに、製造面では合理化

投資による生産の効率化、原材料の低廉購買等による製造原価の低減に取り組んで参りました。 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高が175億98百万円と前連結会計年度に比べ２億59百万

円(1.5％)の減収となりました。 

また、利益につきましては、鋳鉄管の国内需要の減少と全品種にわたる原材料価格のさらなる高騰

の影響が大きく、経常利益は２億84百万円と前連結会計年度に比べ２億65百万円(48.3％)の減益とな

りました。また、当期純利益につきましては、資金効率化を目的として投資有価証券を売却したこと

による特別利益２億５百万円を計上した影響もあり１億63百万円となりました。前連結会計年度との

比較では、前連結会計年度において減損損失５億46百万円等の特別損失を計上したこともあり３億67

百万円増加いたしました。   

  

① 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

1) ダクタイル鋳鉄製品 

ダクタイル鋳鉄製品のうち鋳鉄管の需要が減少し、またこれに伴い市況も軟化傾向で推移したた

め、ダクタイル鋳鉄製品の売上高が125億51百万円と前連結会計年度に比べ２億34百万円（1.8％）

の減収となりました。 

また、営業利益は販売数量の減少と原材料価格高騰の影響により３億39百万円と前連結会計年度

に比べ３億41百万円（50.2％）の減益となりました。 

2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業につきましては、売上高が20億29百万円と前連結会計年度に比べ２億11百

万円（11.6％）の増収となりました。 

一方、営業利益につきましては上下水道関連設備の需要減と価格競争の激化により２億７百万円

の営業損失となり、前連結会計年度に比べ１億24百万円（151.2％）損失が拡大いたしました。 

3) 樹脂管・倉庫その他 

樹脂管・倉庫その他の事業につきましては、下水道用樹脂管の販売量が減少したため、売上高が

30億16百万円と前連結会計年度に比べ２億36百万円（7.3％）の減収となりました。 

一方、営業利益につきましては、樹脂管の選別受注強化により利益率が改善したことと「資材の

保管・輸送業務」「鋳鉄管類のリサイクル事業」等の新規事業が堅調に推移したため、１億28百万

円と、前連結会計年度に比べ１億75百万円の増益となりました。 

  

② 所在地別セグメントの状況 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、当該事項はありません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結べースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、24億11百万円

と前連結会計年度末に比べて９億円(59.6％)の増加となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は、６億55百万円(前連結会計年度は４億１百万円の増加)となりました。

これは主に税金等調整前当期純利益３億88百万円、減価償却費９億97百万円に加え、売上債権の回収

促進（４億82百万円）等による収入が増加したことに対し、仕入債務の減少（５億95百万円）による支

出及び法人税等の支払い（３億44百万円）が増加したことによるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は、７億20百万円(前連結会計年度は５億９百万円の減少)となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出９億29百万円に対し、投資有価証券の売却に伴う収入２億

31百万円があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の収入９億66百万円(前連結会計年度は43百万円の減少)となりました。 

これは主に借入金の増加が11億円あったことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引はありません。 

２ 金額は販売価格を以って計上しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引はありません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄製品 10,926 +12.0

エンジニアリング事業 ─ ─

樹脂管・倉庫その他 654 +1.5

合計 11,580 +11.3

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄製品 13,669 +6.8 2,190 +104.4

エンジニアリング事業 910 △63.2 434 △72.1

樹脂管・倉庫その他 3,145 △1.1 257 +99.3

合計 17,725 △4.0 2,881 +4.7



(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。なお、安田㈱につきましては当連結会計年度の販売高の

割合が１０％以下であったため、販売高及び割合（％）の記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄製品 12,551 △1.8

エンジニアリング事業 2,029 +11.6

樹脂管・倉庫その他 3,016 △7.3

合計 17,598 △1.5

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

旭鉄工㈱ 1,511 8.5 2,035 11.6

太三機工㈱ 2,483 13.9 1,937 11.0

安田㈱ 1,891 10.6 ─ ─



３ 【対処すべき課題】 

当社は、一昨年９月に向こう５年間を展望した５ヵ年の中期経営計画を策定し、主力である水道用鋳鉄

管の需要が減少傾向にあるなか、既存事業の収益力を抜本的に強化するとともに、上下水道工事に関する

エンジニアリング事業を拡大し、管路に関する全般的なサービスを顧客に提供できる「管路総合技術会

社」への変革を目指しておりました。しかし、昨今の当社を取り巻く販売環境及び原材料価格高騰など厳

しさを増す経営環境を踏まえ、中期計画の見直しを行って参ります。  

また、今般のエンジニアリング事業部の不適切な会計処理の発覚を受け、再発防止に取り組むととも

に、エンジニアリング事業の見直しを行う所存であります。 

具体的には、下記の施策に取り組み、事業拡大と収益力強化に向け邁進してまいります。 

  

(1)コンプライアンス重視の経営 

当社はガス用ポリエチレン管の販売につき公正取引委員会の立ち入り調査を受け、排除措置命令(案)

及び課徴金納付命令(案)が通知されました。また今般の不適切な会計処理の発覚を重大に受けとめまし

て、一層のコンプライアンス重視の経営を徹底して参ります。 

従いまして、当社は企業の社会的責任を果たすため、ＣＳＲ（コンプライアンス、安全防災、環境、

品質）を推進する部署を独立させ、内部統制システムの一層の整備・充実とともに二度とこのような事

態を引き起こさない風土づくりを推し進めていく所存であります。 

  

(2) エンジニアリング事業の拡充 

今回の不適切な会計処理の発覚を受け、当社のエンジニアリング事業につきましては、従来の上下水

道全般の営業ではなく鋳鉄管の配管工事を中心としたエンジニアリング事業とし、コア事業である鋳鉄

管営業と一体で運営を行っていくつもりであります。 

  

(3)ダクタイル鋳鉄製品の収益基盤強化 

水道用鋳鉄管の需要が継続的に減少するなか、当社のコア事業としての収益力を確保する必要があ

り、引き続き原材料コストの低減、省エネルギーの追及、輸送の効率化等に加え、操業体制の見直しな

ど大幅なコスト削減に努めて参ります。 

また、異形管、鉄蓋につきましては、昨年子会社化した利根鉄工株式会社に製造を集約いたしました

が、さらに合理化、効率化を一層推し進め製造コストの大幅削減を目指すとともに、販売面でも効率化

を進め収益改善をはかりたいと考えております。 

  

(4) 連結経営の強化 

平成16年度より「資材の保管・輸送業務」「鋳鉄管のリサイクル事業」等の新規事業を株式会社鶴見

工材センター及び日鋳サービス株式会社にて行っており、これらの事業は、営業開始以来順調に推移し

ており、さらに取り扱い品目の拡大を目指します。 

また、昨年度子会社化した利根鉄工株式会社については製造効率の観点から工場間の製造品種見直し

を行っておりますが、建築及び建機用部品など民需品の製造も視野に入れ、一層の生産効率と技術力の

向上をはかって参ります。 

さらに、昨年度から当社の培った製造ノウハウないし技術に基づき、高炉メーカーのシャフト炉（ス

ーパーキューポラ）建設に協力しておりますが、今後建設及び操業に際し一層の協力を行い、当社の収



益に寄与するとともに、新規技術の開発及び事業開拓にも注力していくつもりであります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項は以下のようなものがあります。 

(1) 原材料の価格変動 

当社は主たる商品を素材から製造しており、原材料の製造原価に占める割合は約44％となっておりま

す。そのうち、鋼屑、コークス等の原料については、購入価格が国際市況の影響を受けるため、その価

格によって当社グループの業績が変動する可能性があります。 

   

(2) 取引先(市場)について 

当社グループが取り扱う商品の多くは、地方自治体等の公共事業向けとなるため、各年度の公共事業

予算に依存しております。従って、公共事業予算が大きく変動した場合、当社グループの売上高及び業

績に大きな影響を与える可能性があります。 

  

(3) 訴訟事件について 

当社はダクタイル鋳鉄管の取引に関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁止法違反の

審決を受け、また同年12月22日付で同法48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354万円の納付命令

を受けましたが、平成12年１月20日に不服申立てを行ない、現在、審判中であります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(業務提携基本契約) 

  

 
  

契約会社名 契約の相手先 契約締結日 契約内容 契約期間

提出会社 株式会社栗本鐵工所 平成14年６月25日
鋳鉄管事業等での生産・物流・購
買・技術分野における業務提携

自 平成14年６月25日
至 平成20年６月24日



６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、産業活動や日々の生活に欠かせない、水・エネルギー・情

報・通信などを輸送・供給するための、パイプその他の製品を供給することにより、社会に貢献するこ

とを、会社存立の基本理念としてまいりました。 

そのなかで、さまざまな顧客ニーズに応えるため、商品開発センター・工場部門が中心となり、研究

開発を推進するとともに、外部各種団体の研究会にも積極的に参加して、市場動向と研究開発の情報収

集に努めております。 

さらには、技術開発による生産性向上をはかり、収益の改善及び企業体質の強化を目指しておりま

す。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は62百万円であり、各セグメント別の研究の目

的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。 

  

(1) ダクタイル鋳鉄製品 

水道用鋳鉄管のなかで主力になりつつある高機能ダクタイル鉄管(安心・快適な水供給、安定した水

供給、丈夫で長持ちの機能を有する)については、ＮＳ形ダクタイル鉄管の口径拡大に取り組み、呼び

径５００～９００の試作と量産化に向けた製造設備の改造及び性能確認試験を行い、販売を開始いたし

ました。本商品は、従来品に比べて施工性に優れていることから、急速な普及が見込まれております。

ガス用鋳鉄管については、昨年に引き続きガス会社と共同で各種メカニカル継手部及び各種配管の信

頼性評価試験を行っております。 

鉄蓋については、高水圧で蓋を浮上させることのできる試験装置が完成し、新製品開発時の性能確認

試験に活用されております。また、新しい発想によるロック構造の鉄蓋は、完成品を７月に大阪市で開

催された下水道展で展示し、高い評価を得ております。今後広範囲に普及することが期待されておりま

す。 

外部各種団体の研究会については、水道事業体との共同研究、財団法人水道技術研究センターの研究

会に参画し活動しております。 

当連結会計年度におけるダクタイル鋳鉄製品に係る研究開発費は、38百万円であります。 

  

(2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業の関連では、バイオによる生ゴミ及び屎尿の処理装置の性能確認試験を当社久

喜菖蒲工場内で進めており、今後の成果が期待されています。 

当連結会計年度におけるエンジニアリング事業に係る研究開発費は１百万円であります。 

  

(3) 樹脂管・倉庫その他 

レジンコンクリート管は、耐酸性を特長とした長期寿命の実証試験を財団法人下水道新技術推進機構

及び株式会社アソウレジコンと共同で開始いたしました。この試験は、下水道管として従来よりも長い

耐用年数を証明することで、下水道事業体向けに普及活動を進めることを目的としております。 

当連結会計年度における樹脂管・倉庫その他に係る研究開発費は、21百万円であります。 

  

 平成19年度は、主にNS形ダクタイル鉄管の大幅な仕様変更に伴う各種試験及び次世代型高品位鉄蓋な

どで試験研究費約62百万円の予算を計上しております。また、試験研究費とは別に各種講習会、受託試

験対応予算として約17百万円を計上しております。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 今期の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ２億59百万円（1.5％）減収の175

億98百万円となりました。 

主力のダクタイル鋳鉄製品(鋳鉄管、鉄蓋)につきましては、地域営業を強化するとともに、耐震性能

がさらに向上した高機能ダクタイル鋳鉄管の販売を促進し、販売数量の確保と価格の底上げに注力して

まいりましたが、上下水道用資材の需要減と市況軟化の影響が大きく、売上高は125億51百万円と前連

結会計年度に比べ２億34百万円(1.8％)減収となりました。 

エンジニアリング事業につきましては、当連結会計年度の売上高が20億29百万円と前連結会計年度に

比べ２億11百万円(11.6％)の増収となりました。 

樹脂管・倉庫その他の事業のうち樹脂管につきましては下水用樹脂管の販売が減少したため売上高

は、30億16百万円と前連結会計年度に比べ２億36百万円(7.3％)の減収となりました。 

また、利益につきましては、合理化投資による生産の効率化、原材料の低廉購買等による製造原価の

低減に取り組んでいましたが、鋳鉄管の販売数量の減少と全品種にわたる原材料価格のさらなる高騰の

影響が大きく、経常利益は２億84百万円と前連結会計年度に比べ２億65百万円(48.3％)の減益となりま

した。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金

等調整前当期純利益３億88百万円、減価償却費９億97百万円の収入及び、売掛債権の回収促進（４億82

百万円）に対し、仕入債務の支払が増加（５億95百万円）したために、６億55百万円の収入にとどまり

ました。 

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得９億29百万円に対し、投資有価証

券の売却の伴う収入（２億31百万円）があったため、７億20百万円の支出となりました。これら合計の

フリーキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ42百万支出が減少し、65百万円の支出となりまし

た。 

これに対し財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、借入金が11億円増加し、配当金1億32百万

円を支出した結果、現金及び現金同等物は、当連結会計年度において９億円増加いたしました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、生産の合理化及び設備の更新に重点を置き、合わせて耐震鋳鉄

管製造ライン増強設備工事への投資を行っております。 

当連結会計年度の設備投資(有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まない。)等の総額

は991百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

  

(1) ダクタイル鋳鉄製品 

当社の久喜菖蒲工場においてショットブラスト更新、直管用金枠等、総額884百万円の設備投資を行

いました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(2) エンジニアリング事業 

当社のバイオトイレ、生ごみ処理機で総額8百万円の設備投資を行いました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(3) 樹脂管・倉庫その他 

連結子会社の株式会社鶴見工材センターにおいて電灯電源設備改善工事等、総額36百万円の設備投資

を行いました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(4) 消去又は全社 

当社の久喜菖蒲工場において工場緑地環境計画工事等、総額60百万円の設備投資を行いました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社においては、土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は175百万円であります。ま

た、土地及び設備の一部を賃貸しております。年間賃貸料は110百万円であります。なお、賃借している土

地の面積については、[  ] で外書きしております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記の他、提出会社における連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社 
(東京都中央区)

全社的管
理業務、
販売業務

その他
設備

10 0
─

(─)
21 33 91

久喜菖蒲工場 
(埼玉県南埼玉
郡菖蒲町)

ダクタイル 
鋳鉄製品

鋳鉄管、
鉄蓋生産設
備

1,120 3,466
2,238
(116)
[19]

350 7,175 209

鉄蓋精整工場
（利根鉄工㈱埼
玉工場） 
(埼玉県久喜市)

ダクタイル 
鋳鉄製品

鉄蓋精整設
備

30 80
191
(3)
[3]

4 306 ─

樹脂管工場 
(埼玉県久喜市)

樹脂管・
倉庫他

樹脂管
生産設備

85 32
346
(8)
[2]

10 474 11

蕨倉庫 
(埼玉県蕨市)

樹脂管・
倉庫他

その他
設備

41 2
─

(─)
[8]

0 44 ─

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

日鋳商事
株式会社

本社 
(埼玉県
蕨市)

ダクタイル
鋳鉄製品・
エンジニア
リング他

車両等 0 0
─

(─)
0 0 19

株式会社 
鶴見工材 
センター

本社 
(神奈川
県横浜市
鶴見区)

樹脂管・ 
倉庫他

倉庫設備 314 13
─

(─)
[18]

16 343 15

日鋳サー
ビス株式
会社

鶴見事業
所 
(神奈川
県横浜市
鶴見区)

樹脂管・ 
倉庫他

事務所、 
作業場 
設備

10 3
─

(─)
[0]

─ 13 6

利根鉄工 
株式会社

本社 
(群馬県
佐波郡玉
村町)

ダクタイル 
鋳鉄製品

異形管・ 
鉄蓋等 
製造設備

111 175
300
(9)
[3]

21 608 46

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間 
リース料 
(百万円)

リース契約
残高 

(百万円)

久喜菖蒲工場 
(埼玉県南埼玉郡
菖蒲町)

ダクタイル鋳
鉄製品

異形管金枠 １式 ４年 28 103



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

重要な設備の新設等の計画はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 32,930,749 32,930,749
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 32,930,749 32,930,749 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 転換社債の株式転換による増加 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式12,362株は、「個人その他」に12単元、「単元未満株式の状況」に362株含まれております。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成８年４月１日～ 
平成９年３月31日(注)

930 32,930 255 1,855 255 264

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 34 32 44 26 1 3,959 4,096 ―

所有株式数 
(単元)

─ 3,190 547 14,549 890 1 13,696 32,873 57,749

所有株式数 
の割合(％)

─ 9.7 1.7 44.2 2.7 ─ 41.7 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

JFEエンジニアリング株式会社 東京都千代田区丸の内１―１―２ 9,600 29.2

ティージー・エンタープライズ
株式会社

東京都港区芝４―９―４ 2,333 7.1

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１―５―20 1,000 3.0

旭鉄工株式会社 福岡県福岡市博多区博多駅前２―１―１ 850 2.6

株式会社みずほコーポレート 
銀行

東京都千代田区丸の内１―３―３ 679 2.1

シービーエヌワイ デイエフエ
イ インターナショナル キャ
ップ バリュー ポートフォリ
オ 
(常任代理人 シティバンク，
エヌ・エイ東京支店)  
 

１２９９ ＯＣＥＡＮ ＡＶＥＮＵＥ,
１１Ｆ,ＳＡＮＴＡＭＯＮＩＣＡ,ＣＡ
９０４０１ ＵＳＡ

535 1.6

村 山 信 也 東京都西多摩郡瑞穂町 519 1.6

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１―13―１ 400 1.2

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１―２―10 387 1.2

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 331 1.0

計 ― 16,635 50.5

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 331千株



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権3個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式362株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 12,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,861,000
32,861 同上

単元未満株式
普通株式

57,749
― 同上

発行済株式総数 32,930,749 ― ―

総株主の議決権 ― 32,861 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区日本橋人形町
１―３―８

12,000 ─ 12,000 0.0

計 ― 12,000 ─ 12,000 0.0



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額(千円）

 当事業年度における取得自己株式 666 164

 当期間における取得自己株式 459 105

区分
当事業年度 当期間

株式数（株） 処分価額の総額（千円） 株式数（株） 処分価額の総額（千円）

引き受ける者の募集を
― ― ― ―

行った取得自己株式

消却の処分を行った取
― ― ― ―

得自己株式

合併、株式交換、会社

― ― ― ―分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 12,362 ─ 12,821 ─



３ 【配当政策】 

当社は、上下水道・ガス事業を中心とする公共性の高い業種であり、長期にわたり安定的な経営基盤の

確立が重要であると考えており、株主各位への安定的な配当の維持を基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決議機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 当事業年度の剰余金配当につきましては、平成19年６月28日開催の第103期定時株主総会において１株

につき２円と決議され、中間配当(１株当たり２円)と合わせ、１株当たり配当金は年４円としておりま

す。 

内部留保資金の使途につきましては、経営体質の強化及び今後の事業展開に備えることとし、株主各位

の長期的な利益の確保をはかってまいります。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金 
（円）

平成18年10月30日 
取締役会決議

65 2.00

平成19年6月28日 
定時株主総会決議

65 2.00

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 165 260 294 351 314

低(円) 82 121 180 225 216

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

高(円) 252 280 252 263 263 250

低(円) 222 228 226 230 228 231



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

― 池 端   豊 昭和22年１月22日生

昭和45年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)4 ―

平成５年７月 同社総合エンジニアリング事業

部鶴見製作所修繕船部長

平成13年４月 同社総合エンジニアリング事業

部重工センター長

平成14年12月 冨士化工㈱代表取締役社長

平成19年４月 当社常勤顧問

平成19年６月 当社代表取締役社長就任(現)

常務取締役

樹脂管・ガ
ス営業本部
長

根 本 雅 夫 昭和22年１月６日生

昭和47年４月 東京瓦斯株式会社入社

(注)4 31

平成３年７月 同社神奈川事業本部技術部長

平成13年６月 同社神奈川導管事業部長

平成15年６月 当社取締役就任

平成16年６月 当社ガス事業部長、商品開発セ

ンター、品質保証室担当

平成18年６月 当社常務取締役就任(現)

平成19年６月 日鋳サービス株式会社代表取締

役社長(現)

平成19年６月 株式会社鶴見工材センター代表

取締役社長(現)

平成19年６月 当社樹脂管・ガス営業本部長

(現)

取締役 管理本部長 深 澤   寛 昭和25年８月19日生

昭和48年４月 日本興業銀行入社

(注)4 1

平成11年５月 同社コーポレートリテイル推進

部長

平成12年７月 当社企画室部長

平成16年６月 当社工場長

平成17年６月 当社取締役就任(現)

平成18年６月 当社管理部門担当

平成19年６月 日鋳商事株式会社代表取締役社

長(現)

平成19年６月 当社管理本部長(現)

取締役
ダクタイル
営業本部長

阿久津   守 昭和25年８月20日生

昭和45年５月 当社入社

(注)4 7

平成元年７月 当社中部営業所長

平成９年７月 当社中部営業所長(部長)

平成16年５月 当社鋳鉄管営業本部長

平成17年６月 当社取締役就任(現)

平成18年４月 当社ダクタイル営業本部長(現)

取締役 工場長 宮 越   勉 昭和26年２月15日生

昭和50年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)3 1

平成11年７月 当社総務部次長

平成13年７月 当社生産管理部長

平成17年３月 当社副工場長

平成18年６月 当社取締役就任(現)

平成18年６月 当社工場長(現)

取締役
鋳鉄管営業
部長

加 藤 正 博 昭和25年４月７日生

昭和50年４月 当社入社

(注)4 
 

3
平成15年７月 当社営業統括部長

平成18年４月 当社鋳鉄管営業部長(現)

平成19年６月 当社取締役就任(現)

取締役 ― 殿 岡 茂 樹 昭和23年６月４日生

昭和46年７月 通商産業省入省

(注)3 ―

平成10年６月 中小企業庁次長

平成15年７月 JFEエンジニアリング株式会社 

入社

平成16年４月 同社常務(執行役員)

平成18年６月 当社取締役就任(現)

平成19年４月 JFEエンジニアリング株式会社  

取締役専務執行役員(現)



 
(注) １ 殿岡茂樹氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役瀬尾播元、井上正敏及び姥 康博の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

６ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 
(常勤)

― 瀬 尾 播 元 昭和21年８月14日生

昭和44年４月 東京瓦斯株式会社入社

(注)6 22

平成３年７月 同社経理部経理計画グループ

マネージャー

平成11年６月 同社環境部環境推進グループ

マネージャー

平成15年６月 当社常勤監査役就任(現)

監査役 
(常勤)

― 齋 藤 秀 昭 昭和25年２月14日生

昭和47年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)6 
 

2

平成８年７月 同社電子デバイス本部綾瀬研

究所総務部長

平成11年４月 当社総務部長

平成17年３月 株式会社鶴見工材センター代

表取締役社長

平成19年６月 当社監査役就任(現)

監査役 ― 井 上 正 敏 昭和21年11月９日生

昭和44年４月 川崎製鉄株式会社入社

(注)6 ―

平成５年７月 同社水島製鉄所熱間圧延部長

平成12年６月 同社取締役就任

平成15年４月 JFEエンジニアリング株式会社

監査役(現)

平成15年６月 当社監査役就任(現)

監査役 ― 姥   康 博 昭和26年11月29日生

昭和49年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)5 ―

平成13年７月 同社鶴見総括センター総務 

部長

平成18年５月 JFEエンジニアリング株式会社 

グループ経営総括部担当役員

付(現)

平成18年６月 当社監査役就任(現)

計 67



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、法令の遵守に基づく公正な企業活動を基本に据え、経営の健全性と透明性を高めることを企

業統治の要とし、事業経営の有効性と効率性の向上に努めております。 

  

(2) 会社の機関の内容 

当社は監査役制度を採用しております。従いまして会社の機関といたしましては、株主総会、取締役

会、代表取締役、監査役及び監査役会であります。 

取締役会は、社外取締役１名を含む８名で構成しております。決算期末現在の代表取締役は２名（提

出日現在は１名）、監査役は４名であります。監査役４名中３名が社外監査役であり、また常勤監査役

が２名おります。監査役全員で監査役会を構成しております。 

  

(3) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

① 内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、まず会社の諸機関が法定の権限と義務を忠実に遂行す

ることを基本としております。即ち取締役会は、業務の執行を決定し、取締役の職務の執行状況を監

査するため、原則毎月１回定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。会

社の業務執行は、代表取締役が上記の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」を社内

徹底するとともに、権限と責任を明確にし、円滑な情報の伝達を可能とする組織体制に基づき効率的

に行っております。なお、経営会議を適宜開催し、重要方針及び経営執行に関する基本方針等を審議

しております。 

また社長(代表取締役)直属の内部監査部署を設け、業務執行状況の監査を実施させ、その報告を業

務執行の改善に役立てております。 

監査役は、取締役会等の重要な会議への出席のほか、取締役等からその職務の執行状況等の聴取、

重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、会計監査人からの監査報告の聴取、子会社か

らの営業報告の聴取や子会社の業務及び財産状況の調査等により、取締役の職務の執行を監査してお

ります。 

  

② リスク管理体制の整備の状況 

企業を取巻くリスクには諸々のものがありますが、当社のリスク管理体制は、基本的には上記の内

部統制システムと表裏一体なものとなっております。なおコンプライアンスに関するリスクにつきま

しては、企業倫理規程を設け、企業の行動目標と行動規準を明らかにするとともに、企業倫理委員会

の設置を行い、法令遵守のための各種研修会を実施することにより、経営層はもとより一般社員に至

るまでコンプライアンスに対する意識の浸透、具体的な行動規範の徹底をはかってきております。合

わせて内部監査及び法務業務の充実に努め、絶えず業務執行の妥当性と適法性のチェックを行ってお

ります。 

  



③ 内部統制及びリスク管理体制の関係図 

  

 

  

(4) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

① 内部監査及び監査役監査 

内部監査部署として社長直属の監査室が設けられており、要員は１名であります。監査室は社長か

ら指示された監査テーマにつき、社長の承認を得た監査実施計画に基づき、業務監査を実行しており

ます。 

当社の監査役は前述いたしましたとおり４名で、３名が社外監査役、１名が社内監査役でありま

す。監査役の監査活動は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い行われており、監査役会は、

原則として毎月１回開催しております。 

監査室、監査役及び会計監査人は、監査の方針・計画及び監査結果等につき適宜情報交換や意見交

換等を行うなど連携を密にし、監査の実効性及び効率性の向上を目指しております。 

  

② 会計監査 

会計監査人につきましては、仰星監査法人(注)を選任しており、同監査法人による監査が中間、期

末のみならず期中においても適宜実施されております。 

(注)前期までの監査法人でありました監査法人芹沢事務所は、平成18年10月、東京北斗監査法人との合併により

仰星監査法人と名称を変更しております。 

当期において業務をした公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数は以下のとおりでありま

す。 

 
※ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始に先立ち、自主的に業務執行社員の交代制度を導入してお

り、同監査法人において策定された交代計画に基づき平成19年３月期会計期間をもって交代する予定とな

っております。また、監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、会計士補等３名であります。 

業務執行社員 中 島 次 郎 22年

業務執行社員 榎 本 尚 子 ２年

業務執行社員 中 川 隆 之 １年



(5) 役員報酬及び監査報酬 

① 役員報酬の内容 

 
  

② 監査報酬の内容 

 
  

(6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

当社と社外取締役又は社外監査役及びその近親者との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係はございません。なお、社外取締役の殿岡茂樹氏は提出日現在ＪＦＥエンジニアリング株式会社

の取締役専務執行役員であり、同社は当社の発行済株式総数の29.2％を所有しております。また社外監

査役井上正敏氏はＪＦＥエンジニアリング株式会社の監査役であります。 

当社とＪＦＥエンジニアリング株式会社との間には後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］

の注記事項［関連当事者との取引］に記載のとおり営業取引がございます。 

  

(7) その他 

① 責任限定契約の内容と概要 

  当社は、社外役員全員と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に

基づく賠償の限度額は100万円又は法令が規定する 低限度額のいずれか高い額であります。 

② 取締役の員数 

  当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。 

③ 取締役及び監査役の選任の決議要件 

  当社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

④ 取締役会決議による自己株式の取得 

  当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の

取得を行うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目

的とするものであります。 

⑤ 株主総会の特別決議要件 

  当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を

行うことを目的とするものであります。 

区分 当期支払額

取締役 62百万円(内、社外取締役 ―百万円)

監査役 23百万円(内、社外監査役 12百万円)

区分 当期支払額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16百万円

上記以外の報酬 なし



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18

年３月31日)の連結財務諸表及び前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の財務諸表

については、監査法人芹沢会計事務所により監査を受け、当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日)の連結財務諸表及び当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の財

務諸表については、仰星監査法人の監査を受けております。  

なお、監査法人芹沢会計事務所は平成18年10月１日付をもって東京北斗監査法人と合併し、名称を仰星監

査法人に変更しております。  

 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 1,640 2,541

 ２ 受取手形及び売掛金 ※６ 5,170 4,986

 ３ 完成工事未収入金 847 549

 ４ たな卸資産 5,211 5,002

 ５ 繰延税金資産 217 129

 ６ その他 101 176

   貸倒引当金 △14 △16

   流動資産合計 13,174 55.7 13,368 56.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 4,858 4,967

    減価償却累計額 3,122 1,736 3,237 1,729

  ２ 機械装置及び運搬具 15,344 15,818

    減価償却累計額 11,625 3,719 12,043 3,774

  ３ 工具器具備品 3,596 3,726

    減価償却累計額 3,140 456 3,301 425

  ４ 土地 3,355 3,359

  ５ 建設仮勘定 2 1

   有形固定資産合計 9,270 39.2 9,291 39.4

 (2) 無形固定資産 274 1.1 230 1.0

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 353 76

  ２ 保証金 98 98

  ３ 繰延税金資産 44 10

  ４ その他 484 601

    貸倒引当金 △34 △75

   投資その他の資産合計 947 4.0 710 3.0

   固定資産合計 10,492 44.3 10,232 43.4

   資産合計 23,667 100.0 23,600 100.0



 
  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※６ 4,396 4,608

 ２ 工事未払金 1,243 122

 ３ 短期借入金 ※１ 2,747 2,945

 ４ 未払法人税等 324 37

 ５ 未払消費税等 10 44

 ６ 未払金 191 406

 ７ 未払費用 444 51

 ８ 設備関係支払手形 ※６ 150 232

 ９ 賞与引当金 ― 199

 10 その他 ※２ 130 206

   流動負債合計 9,638 40.7 8,854 37.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 3,065 3,967

 ２ 退職給付引当金 434 471

 ３ 役員退職慰労引当金 83 70

 ４ 課徴金納付準備引当金 217 217

 ５ 繰延税金負債 428 367

 ６ 連結調整勘定 241 ―

 ７ 負ののれん ― 206

 ８ その他 260 266

   固定負債合計 4,731 20.0 5,567 23.6

   負債合計 14,370 60.7 14,422 61.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 124 0.5 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 1,855 7.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 264 1.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 6,893 29.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 160 0.7 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５ △2 △0.0 ― ―

   資本合計 9,172 38.8 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

23,667 100.0 ― ―



 
  

  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,855 7.9

 ２ 資本剰余金 ― ― 264 1.1

 ３ 利益剰余金 ― ― 6,923 29.3

 ４ 自己株式 ― ― △2 △0.0

   株主資本合計 ― ― 9,041 38.3

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― 10 0.1

   評価・換算差額等合計 ― ― 10 0.1

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 126 0.5

   純資産合計 ― ― 9,178 38.9

   負債純資産合計 ― ― 23,600 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 17,857 100.0 17,598 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 14,246 79.8 14,163 80.5

   売上総利益 3,611 20.2 3,434 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

3,058 17.1 3,163 18.0

   営業利益 552 3.1 270 1.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 0

 ２ 受取配当金 1 2

 ３ 材質試験収入 22 ―

 ４ 技術協力収入 ― 70

 ５ 消費税等免税額 13 ―

 ６ 負ののれん償却額 ― 34

 ７ その他 65 104 0.6 54 162 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 71 103

 ２ 手形売却損 19 26

 ３ その他の費用 15 107 0.6 18 148 0.8

   経常利益 549 3.1 284 1.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 0 0

 ２ 土地売却等利益 ※４ 429 ―

 ３ 投資有価証券売却益 ※５ ― 205

 ４ 過年度損益修正益 ※６ 1 ―

 ５ 貸倒引当金戻入益 15 ―

 ６ 固定資産臨時償却費 
   戻入益

※７ 1 448 2.5 ― 205 1.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※８ 0 4

 ２ 固定資産除却損 ※９ 184 35

 ３ 減損損失 ※10 546 ―

 ４ 設備撤去費用 ※11 ― 10

 ５ たな卸資産処分損 49 16

 ６ 過年度退職給付費用 ※12 ― 4

 ７ 課徴金 ※13 ― 29

 ８ 操業短縮特別損失 ※14 183 964 5.4 ― 101 0.6

   税金等調整前当期純利益 33 0.2 388 2.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

321 59

   法人税等調整額 △ 108 212 1.2 162 221 1.3

   少数株主利益 24 0.1 3 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

△ 203 △ 1.1 163 0.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 264

Ⅱ 資本剰余金期末残高 264

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,235

Ⅱ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 131

 ２ 当期純損失 203

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金減少高

6 342

Ⅲ 利益剰余金期末残高 6,893



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,855 264 6,893 △ 2 9,011

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △ 65 ― △ 65

 剰余金の配当 ― ― △ 65 ― △ 65

 当期純利益 ― ― 163 ― 163

 自己株式の取得 ― ― ― 0 0

 役員賞与の支給(注) ― ― △ 1 ― △ 1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 30 0 30

平成19年３月31日残高(百万円) 1,855 264 6,923 △ 2 9,041

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 160 124 9,296

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― △ 65

 剰余金の配当 ― ― △ 65

 当期純利益 ― ― 163

 自己株式の取得 ― ― 0

 役員賞与の支給(注) ― ― △ 1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 150 2 △ 148

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 150 2 △ 118

平成19年３月31日残高(百万円) 10 126 9,178



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 33 388

 ２ 減価償却費 959 997

 ３ 減損損失 546 ―

 ４ 負ののれん償却額 ― △ 34

 ５ 貸倒引当金の増減額（減少：△） △ 72 43

 ６ 退職給付引当金の減少額 △ 21 △ 36

 ７ 受取利息及び受取配当金 △ 2 △ 3

 ８ 支払利息 71 103

 ９ 有形固定資産売却益  △ 0   △ 0

 10 土地売却等利益 △ 429 ―

 11 投資有価証券売却益 ― △ 205

 12 有形固定資産売却損 0 4

 13 有形固定資産除却損 184 35

 14 売上債権の増減額（増加：△） △ 1,157 482

 15 たな卸資産の増減額(増加：△) 240 208

 16 仕入債務の増減額(減少：△) △ 31 △ 595

 17 その他 193 △ 296

    小計 515 1,093

 18 利息及び配当金の受取額 2 3

 19 利息の支払額 △ 69 △ 97

 20 法人税等の支払額 △ 46 △ 344

   営業活動によるキャッシュ・フロー 401 655

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △ 806 △ 929

 ２ 有形固定資産の売却による収入 458 1

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △ 141 △ 23

 ４ 投資有価証券の取得による支出 ― 0

 ５ 投資有価証券の売却による収入 ― 231

 ６ 新規連結に伴う子会社株式の
   取得による収入

0 ―

 ７ その他 △ 20 ―

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 509 △ 720

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額（減少：△） △ 150 307

 ２ 長期借入れによる収入 1,500 1,850

 ３ 長期借入金の返済による支出 △ 1,259 △ 1,057

 ４ 自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0

 ５ 親会社による配当金の支払額 △ 132 △ 132

 ６ 少数株主への配当金の支払額 △ 1 △ 1

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 43 966

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 151 900

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,498 1,510

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額

163 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,510 2,411



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しております。 

連結子会社の数        ４社 

連結子会社の名称 

  日鋳商事株式会社 

  株式会社鶴見工材センター 

  日鋳サービス株式会社 

  利根鉄工株式会社 

前連結会計年度において非連結子会社

に含めていた株式会社鶴見工材センタ

ー、日鋳サービス株式会社は重要性が

増したため当連結会計年度より連結の

範囲に含めました。また、利根鉄工株

式会社は平成18年２月６日、９日の株

式取得に伴い当下期より連結子会社と

なりました。なお、みなし取得日を当

連結会計年度末としているため、当連

結会計年度は貸借対照表のみを連結し

ております。

子会社は、全て連結しております。 

連結子会社の数       ４社 

連結子会社の名称 

  日鋳商事株式会社 

  株式会社鶴見工材センター 

  日鋳サービス株式会社 

  利根鉄工株式会社 

 

２ 持分法の範囲に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の

数

  なし

(2) 持分法を適用した関連会社の数

  なし

(1) 持分法を適用した非連結子会社の

数

  なし

(2) 持分法を適用した関連会社の数

  なし

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は同一であります。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法

(1) 有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法

(1) 有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。)

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

主として、移動平均法による原

価法

(2) たな卸資産

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

主に定額法

ただし、連結子会社については

一部を除いて定率法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物   ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

    同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間に基づく定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用………均等償却 (3) 長期前払費用………同左

３ 重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備え

て、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

３ 重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

               ────

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、翌期支給見込額のうち当連

結会計年度に帰属する額を計上

しております。

   （追加情報） 

 従来、賞与引当金に相当する

額は未払賞与として流動負債の

「未払費用」に計上しておりま

したが、連結財務諸表作成時に

おいて従業員に対する賞与支給

額を確定させることが困難にな

ったため、当連結会計年度より

流動負債の「賞与引当金」とし

て計上しております。なお、前

連結会計年度において流動負債

の「未払費用」に含まれる未払

賞与の額は213百万円でござい

ます。



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の10年による定額法に

より、費用処理しております。

数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の10年による定額法により、

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 課徴金納付準備引当金

独占禁止法の規定に基づく課徴

金納付命令を受け、課徴金納付

準備引当金を計上しておりま

す。

(5) 課徴金納付準備引当金

同左

４ 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ 重要なリース取引の処理方法

同左

５ 長期請負工事の収益計上基準

工期が１年超、かつ請負金額が１

億円以上の長期請負工事について

は工事進行基準を適用しておりま

す。

５ 長期請負工事の収益計上基準

同左

６ その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

６ その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定の償却については、その

発生事由により５年間及び20年間で均

等償却しております。

 

       ────



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ 負ののれんの償却に関す

る事項

 

      ────

負ののれんの償却については、その発

生事由により５年間及び２０年間で均

等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。

 

────

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同左



(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指
針第６号)を適用しております。これにより税金等調整
前当期純利益は546百万円減少しております。
なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお
ります。

 
 

───

 

 

───

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
 当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年
12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号 平成17年12月９日)を適用しております。また従来
の「資本の部」の合計に相当する金額は9,052百万円で
あります。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連
結会計年度における連結貸借対照表は、改正後の連結財
務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度から、「前払費用」(当連結会計年度
35百万円)は金額が僅少なため、流動資産の「その他の
流動資産」に含めて表示しております。また、当連結会
計年度から、「長期前払費用」(当連結会計年度33百万
円)は金額が僅少なため、投資その他の資産の「その他
の投資」に含めて表示しております。

（連結損益計算書関係）
 前連結会計年度において営業外収益に区分掲記してお
りました「材質試験収入」につきましては、当連結会計
年度において営業外収益の100分の10以下となったた
め、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含め
て記載しております。なお、当連結会計年度において営
業外収益の「その他」に含まれている「材質試験収入」
は10百万円であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

 

※１ 担保資産

このうち短期借入金170百万円及び長期借入金

1,241百万円の担保として根抵当権(極度額710百

万円)に供しているものは、次のとおりでありま

す。

土地 1,211百万円(帳簿価額)

建物 1,072 〃 (  〃 )

機械装置 3,435 〃 (  〃 )

計 5,718百万円(  〃 )
 

※１ 担保資産

このうち短期借入金286百万円及び長期借入金

1,404百万円の担保として根抵当権(極度額710百

万円)に供しているものは、次のとおりでありま

す。

土地 1,212百万円(帳簿価額)

建物 1,074 〃 (  〃  )

機械装置 3,455 〃 (  〃  )

計 5,742百万円(  〃  )

 

※２ 従業員社内預金91百万円の担保として、質権の設

定をしております。

現金及び預金(定期預金) 130百万円
 

※２ 従業員社内預金99百万円の担保として、質権の設

定をしております。

現金及び預金(定期預金) 130百万円

 

 ３ 保証債務

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション)

751百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額

58百万円

 

 ３ 保証債務

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション)

762百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額

53百万円

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式32,930千株で

あります。

 

        ───

※５ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 11千株

 

        ───

※６  連結会計期間末日満期手形の会計処理について 

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連

結会計年度末残高に含まれております。

     受取手形 63百万円

     支払手形 585 〃

     設備関係支払手形 31 〃



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 645百万円

販売諸費 80 〃

給料手当 865 〃

賞与 254 〃

退職給付費用 44 〃

福利厚生費 157 〃
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 705百万円

販売諸費 79 〃

給料手当 960 〃

賞与 248 〃

退職給付費用 41 〃

福利厚生費 174 〃

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 42百万円

当期製造費用 16 〃

計 58百万円
 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。

一般管理費 49百万円

当期製造費用 13 〃

計 62百万円

 

※３ 固定資産売却益の主な内訳

機械装置及び運搬具 0百万円
 

※３ 固定資産売却益の主な内訳

工具器具備品 0百万円

 

※４ 土地売却等利益の主な内訳

提出会社による所有土地売却益 302百万円

提出会社による借地権 
転借権利金

127百万円

計 429百万円

           

             ────

          ───

 

※５ 投資有価証券売却益の主な内訳
当社保有上場
有価証券３銘柄

205百万円

 

※６ 過年度損益修正益の主な内訳

連結子会社による過年度
損益修正益

1百万円

           

              ────          

 

※７ 固定資産臨時償却費戻入益の主な内訳

建物及び構築物 1百万円

           

              ────

 

※８ 固定資産売却損の主な内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

 

※８ 固定資産売却損の主な内訳

機械装置及び運搬具 4百万円

工具器具備品 0 〃

計 4百万円

 

※９ 固定資産除却損の主な内訳

建物及び構築物 17百万円

機械装置及び運搬具 147 〃

工具器具備品 20 〃

計 184百万円
 

※９ 固定資産除却損の主な内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 32 〃

工具器具備品 2 〃

計 35百万円



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

※10 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

樹脂管・倉庫 
その他 
第３工場 
(埼玉県久喜市)

ポリエチレン管
製造設備

建 物 及 び 構 築
物、機械装置及
び運搬具、工具
器具及び備品、
土地

樹脂管・倉庫 
その他 
第５工場 
(埼玉県久喜市)

レジンコンクリ
ート製品製造設
備

建 物 及 び 構 築
物、機械装置及
び運搬具、工具
器具及び備品

＜減損損失を認識するに至った経緯＞

 上記工場につきましては、予想しえない市況の変化に

伴い当初想定しておりました収益が見込めなくなったた

め、資産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

＜減損損失の金額＞

建物及び 
構築物

機械装置 
及び運搬具

工具器具 
及び備品

土地 合計

8百万円 187百万円 18百万円 332百万円 546百万円

＜資産グループのグループ化の方法＞

 各工場を独立したキャッシュ・フローを生み出す単位

として行いました。

＜回収可能価額の算定方法＞

 回収可能価額を使用価値により算定しており、将来キ

ャッシュ・フローを3.4％で割り引いて算定しておりま

す。

           

                    ────           

           

              ────

※11 設備撤去費用

   当社における鉄蓋製造設備（Ｖプロ）の撤去費用

であります。

           

              ────

※12 過年度退職給付費用 

連結子会社における過年度の従業員退職給付費用

であります。

           

              ────

※13 課徴金

   当社によるガス用ポリエチレン管販売に関する公

正取引委員会からの課徴金納付命令分でありま

す。

※14 操業短縮特別損失           

   提出会社の久喜菖蒲工場における操業短縮に伴う

損失額であります。

                   ────



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  666株 

 
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる 

   もの 

   

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 32,930,749 ― ― 32,930,749

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,696 666 ― 12,362

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年10月30日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 65 2.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,640百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△130百万円

現金及び現金同等物 1,510百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,541百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△130百万円

現金及び現金同等物 2,411百万円

 

２ 株式の取得により新規に連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

  株式の取得により新たに利根鉄工株式会社を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に利根鉄工株式会社の取得金額と同社取得のための

収入(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 282百万円

固定資産 788百万円

流動負債 △365百万円

固定負債 △268百万円

連結調整勘定 △241百万円

少数株主持分 △81百万円

利根鉄工株式会社の 
株式取得金額

113百万円

利根鉄工株式会社の 
現金及び現金同等物

△113百万円

差引：利根鉄工株式会
社の取得のための収入

0百万円

           

                   ─────



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額 
相当額

71百万円 168百万円 239百万円

減価償却 
累計額相当額

42百万円 82百万円 125百万円

期末残高 
相当額

28百万円 85百万円 114百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

95百万円 305百万円 400百万円

減価償却
累計額相当額

46百万円 118百万円 165百万円

期末残高
相当額

48百万円 186百万円 235百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 39百万円

１年超 74百万円

計 114百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 71百万円

１年超 163百万円

計 235百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 41百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 54百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

① 株式 32 300 268

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 32 300 268

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 32 300 268

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額

(百万円)
売却損の合計額 

(百万円)

① 株式 ― ― ―

② 債券 110 ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 110 ― ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 52

合計 52



Ⅱ 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの)

① 株式 6 23 17

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 6 23 17

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの)

① 株式 ─ ─ ─

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 6 23 17

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額

(百万円)
売却損の合計額 

(百万円)

① 株式 231 205 ─

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 ─ ─ ─

合計 231 205 ─

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 52

合計 52



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

(子会社のうち１社は自社の退職金制度)を設けております。なお、当社において退職給付信託を設

定しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

イ 退職給付債務 △1,356百万円

ロ 年金資産 1,503百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 146百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 △219百万円

ホ 未認識過去勤務債務 47百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △25百万円

ト 前払年金費用 408百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △434百万円

イ 勤務費用 107百万円

ロ 利息費用 31百万円

ハ 期待運用収益 △8百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 6百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 12百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 148百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 0.8％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、費用処理してお

ります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。)



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社の２社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

(子会社のうち１社は自社の退職金制度)を設けております。なお、当社において退職給付信託を設

定しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

イ 退職給付債務 △1,474百万円

ロ 年金資産 △1,717百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 242百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 △301百万円

ホ 未認識過去勤務債務 57百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △2百万円

ト 前払年金費用 468百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △471百万円

イ 勤務費用 107百万円

ロ 利息費用 32百万円

ハ 期待運用収益 △11百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 14百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 △17百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 125百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 0.8％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、費用処理してお

ります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。)



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

 
  

項目
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

 賞与引当金 85百万円 83百万円

 貸倒引当金 6百万円 15百万円

 投資有価証券評価損 36百万円 ―百万円

 退職給付引当金 55百万円 49百万円

 役員退職慰労引当金 32百万円 27百万円

 たな卸資産評価損 22百万円 0百万円

 繰越欠損金 14百万円 46百万円

 未払事業税 6百万円 5百万円

 固定資産減損損失 199百万円 184百万円

 過年度損益修正 66百万円 ─百万円

 その他 40百万円 34百万円

繰延税金資産小計 565百万円 448百万円

評価性引当額 △154百万円 △200百万円

繰延税金資産合計 410百万円 247百万円

繰延税金負債

 買換資産圧縮積立金 △354百万円 △353百万円

 その他有価証券評価差額金 △107百万円 △7百万円

 子会社全面時価評価による 
 繰延税金負債

△115百万円 △115百万円

繰延税金負債合計 △577百万円 △476百万円

繰延税金資産(△負債)の純額 △166百万円 △228百万円

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 217百万円 129百万円

固定資産―繰延税金資産 44百万円 10百万円

固定負債―繰延税金負債 428百万円 367百万円



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

項目
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.0％ 40.0％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

103.6％ 10.5％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△8.2％ △3.0％

住民税均等割 34.4％ 3.3％

土地(非償却資産)等 
固定資産減損損失

462.6％ ─％

その他 2.7％ 6.2％

税効果会計適用後の法人税等負担率 635.1％ 57.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

２ 事業区分方法の変更 
従来「樹脂管・工事その他」の区分に属していた水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業につ
いては、事業の拡大により重要性が増してきたことと、当社グループ内において事業としての位置づけがよ
り明確化したことに伴い、当下期より区分するとともに、当該セグメントの名称を「エンジニアリング事
業」としております。それに伴い「樹脂管・工事その他」のセグメント名称を当下期より、「樹脂管・倉庫
その他」に変更しております。また、従来「鋳鉄管」の区分に属していた異形管と「鉄蓋」の区分に属して
いた「FEM鉄蓋事業」は、当下期より同一の設備にて製造を開始したことにより、製造方法、製品の類似性
から当下期より、従来の「鋳鉄管」に属していた事業と同一のセグメントに区分するとともに、当該セグメ
ントの名称を「ダクタイル鋳鉄製品」としております。これらの変更は、事業の実態をより正確に表示し、
事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるために行ったものであります。 
なお、当連結会計年度において、「ダクタイル鋳鉄製品」に含まれている従来事業区分しておりました「鋳
鉄管」の売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)は11,239百万円であり、営業費用は1O,247百
万円であります。 

  

 
３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,216百万円)の主なものは、当社での余資運用資金(現

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

ダクタイル鋳
鉄製品 
(百万円)

エンジニアリ
ング事業 
(百万円)

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,785 1,818 3,253 17,857 ― 17,857

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

137 0 53 190 (190) ―

計 12,923 1,818 3,306 18,048 (190) 17,857

営業費用 12,241 1,901 3,353 17,497 (192) 17,304

営業利益又は 
営業損失(△)

681 △ 82 △ 47 551 1 552

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 14,331 2,139 2,979 19,450 4,216 23,667

減価償却費 631 1 93 726 232 959

減損損失 ― ― 546 546 ― 546

資本的支出 684 ― 62 747 219 967

従来 当下期

事業区分 主要製品または事業の内容 事業区分 主要製品または事業の内容

鋳鉄管 ダクタイル鋳鉄管、異形管 ダクタイル鋳鉄製品
ダクタイル鋳鉄管、異形
管、FEM鉄蓋

鉄蓋 FEM鉄蓋
エンジニアリング事
業

水道施設工事業、土木工事
業、エンジニアリング事業

樹脂管・工事その他

ポリエチレン管、レジンコ
ンクリート管、水道施設工
事業、土木工事業、エンジ
ニアリング事業、付属部
品、ガス用配管材等の保管
及び輸送、久喜菖蒲工場の
業務請負、産業廃棄物の収
集、運搬及び積み替え保
管、古鉄類(金属、樹脂等)
の販売

樹脂管・倉庫その他

ポリエチレン管、レジンコ
ンクリート管、付属部品、
ガス用配管材等の保管及び
輸送、久喜菖蒲工場の業務
請負、産業廃棄物の収集、
運搬及び積み替え保管、古
鉄類(金属、樹脂等)の販売



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

 ２  各事業区分の主要製品名または事業の内容 

 
３  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,607百万円)の主なものは、当社での余資運用資金(現

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

ダクタイル鋳
鉄製品 
(百万円)

エンジニアリ
ング事業 
(百万円)

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,551 2,029 3,016 17,598 ― 17,598

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

450 1 135 587 (587) ―

計 13,002 2,031 3,152 18,186 (587) 17,598

営業費用 12,662 2,238 3,024 17,925 (597) 17,327

営業利益又は 
営業損失(△)

339 △ 207 128 260 9 270

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出

資産 14,655 1,333 3,003 18,992 4,607 23,600

減価償却費 718 1 92 811 185 997

資本的支出 887 8 40 936 78 1,015

事業区分 主要製品または事業の内容

ダクタイル鋳鉄製品 ダクタイル鋳鉄管、異形管、FEM鉄蓋

エンジニアリング事業 水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業

樹脂管・倉庫その他
ポリエチレン管、レジンコンクリート管、付属部品、ガス用配
管材等の保管及び輸送、久喜菖蒲工場の業務請負、産業廃棄物
の収集、運搬及び積み替え保管、古鉄類(金属、樹脂等)の販売



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 
  

 
(注) 上記取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品売上、エンジニアリングの受注、原材料等の購入及び当社設備、工事の発注等については、市場の

実勢価格をみて、そのつど決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 
  

 
(注) 上記取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品売上等、ガス用配管材等保管の受注先、エンジニアリングの受注、原材料等の購入の発注等につい

ては、市場の実勢価格をみて、そのつど決定しております。 

 製品売上、エンジニアリングの受注、ガス用配管材等保管の受注及び原材料等の購入、事務所の賃借に

ついては、市場の実勢価格をみて、そのつど決定しております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

JFEエン 
ジニアリ 
ング㈱

東京都
千代田
区

10,000
総合エンジ
ニアリング
業  

(被所有)

直接 29.2 兼任 
１人

製品売
上、エン 
ジニアリ 
ングの受 
注、原材 
料等の購 
入及び当 
社設備、
工事の発 
注先

製品売上 0 ― ―

エンジニア
リングの受 
注

14
完成工事 
未収入金

5

原材料等の
購入及び当
社設備、工
事の発注等

408

買掛金 70

工事未払
金

234

支払手形 14

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の 
 
関係会社

JFEエン 
ジニアリ 
ング㈱

東京都
千代田
区

10,000
総合エンジ
ニアリング
業  

(被所有)

直接 29.2 兼任 
１人

製品売
上、エン 
ジニアリ 
ングの受 
注、原材 
料等の購 
入先

エンジニ
アリング
の受注

17
完成工事 

未収入金
6

原材料等

の購入等
79

支払手形 0

買掛金 0

主要株主 
 

会社等 東京瓦斯㈱
東京都
港区

141,844
ガスの製
造・供給及
び販売等

 

(被所有)

直接 3.0

間接 7.1

―

製品の売

上、ガス

用配管材

等保管の

受注先、
原材料等
の購入
先、事務
所の賃借
等

製品の売

上、ガ ス

用配管材

等保管の

受注

1,231 売掛金 125

原材料等の

購入、事務

所の賃借

前払費用 1

291
買掛金 21

未払金 0

未払費用 1



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 278.64円 １株当たり純資産額 274.99円

１株当たり当期純損失 6.19円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

１株当たり当期純利益 4.97円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

(平成１８年３月31日） (平成１９年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計
額(百万円)

― 9,178

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 9,052

差額の主な内訳

  少数株主持分(百万円) ― 126

普通株式の発行済株式総数(千株) ― 32,930

普通株式の自己株式数(千株) ― 12

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

― 32,918

前連結会計年度 当連結会計年度
項目 (自 平成１７年４月１日 (自 平成１８年４月１日

至 平成１８年３月３１日) 至 平成１９年３月３１日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当
期純損失（△） 
(百万円)

△203 163

普通株式に係る当期純利益又は当期純
損失（△） 
(百万円)

△203 163

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,920 32,918



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

① 連結会計年度終了後の状況 

特記事項はありません。 

  

② 重要な訴訟事件等 

当社は、ダクタイル鋳鉄直管の取り引きに関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁

止法違反の審決を受け、また同年12月22日付で同法第48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354

万円の納付命令を受けましたが、平成12年１月20日に不服申立てを行い、現在、審判中であります。

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,710 2,017 1.16 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,037 927 1.36 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

3,065 3,967 1.73
平成20年５月31日～
平成28年７月29日

合計 5,812 6,913 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,255 1,088 731 526



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※3 769 1,822

 ２ 受取手形
※5 
※9

2,127 2,772

 ３ 売掛金 ※5 1,812 1,492

 ４ 完成工事未収入金 847 551

 ５ 製品 ※1 3,682 4,037

 ６ 原材料 120 119

 ７ 仕掛品 247 179

 ８ 未成工事支出金 743 132

 ９ 貯蔵品 378 372

 10 前払費用 30 38

 11 繰延税金資産 185 98

 12 未収入金 18 178

 13 未収消費税等 25 ―

 14 仮払金 0 1

   貸倒引当金 △ 4 △ 11

   流動資産合計 10,986 53.0 11,785 55.7

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※2

  １ 建物 3,447 3,474

    減価償却累計額 2,287 1,160 2,346 1,128

  ２ 構築物 743 760

    減価償却累計額 575 167 593 166

  ３ 機械装置 14,221 14,575

    減価償却累計額 10,626 3,595 11,005 3,569

  ４ 車両運搬具 204 200

    減価償却累計額 190 14 187 12

  ５ 工具器具備品 3,431 3,543

    減価償却累計額 3,011 419 3,155 387

  ６ 土地 2,772 2,775

  ７ 建設仮勘定 2 1

   有形固定資産合計 8,132 39.2 8,042 38.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 借地権 79 79

  ２ ソフトウェア 183 136

  ３ 電話加入権 9 9

  ４ 水道施設利用権 0 0

   無形固定資産合計 273 1.3 225 1.0

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 353 76

  ２ 関係会社株式 189 189

  ３ 出資金 0 0

  ４ 長期貸付金 ※5 270 240

  ５ 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他これ 
    らに準ずる債権

21 59

  ６ 前払年金費用 408 468

  ７ 長期前払費用 33 46

  ８ 保証金 97 97

    貸倒引当金 △ 21 △ 60

   投資その他の資産合計 1,352 6.5 1,118 5.3

   固定資産合計 9,758 47.0 9,386 44.3

   資産合計 20,745 100.0 21,172 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形
※5 
※9

1,777 2,855

 ２ 買掛金 ※5 977 1,063

 ３ 短期借入金 ※2 1,700 1,700

 ４ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※2 996 879

 ５ 未払金 113 329

 ６ 工事未払金 1,294 122

 ７ 未払法人税等 274 20

 ８ 未払消費税等 ― 29

 ９ 未払費用 417 42

 10 預り金 34 32

 11 設備関係支払手形 ※9 150 232

 12 従業員預り金 ※3 91 99

 13 賞与引当金 ― 179

 14 前受金 ― 67

 15 その他 ― 1

   流動負債合計 7,826 37.7 7,655 36.2



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 2,686 3,407

 ２ 退職給付引当金 399 436

 ３ 役員退職慰労引当金 46 61

 ４ 課徴金納付準備引当金 217 217

 ５ 繰延税金負債 313 252

 ６ 預り保証金 260 266

   固定負債合計 3,923 18.9 4,640 21.9

   負債合計 11,750 56.6 12,296 58.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※4 1,855 8.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 264 ―

   資本剰余金合計 264 1.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 463 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 買換資産圧縮積立金 533 ―

  (2) 別途積立金 5,362 5,895 ― ―

 ３ 当期未処分利益 355 ―

   利益剰余金合計 6,715 32.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※7 160 0.8 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※8 △ 2 △0.0 ― ―

   資本合計 8,994 43.4 ― ―

   負債及び資本合計 20,745 100.0 ― ―



 
  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,855 8.8

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 264

    資本剰余金合計 ― ― 264 1.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 463

  (2) その他利益剰余金

    買換資産圧縮積立金 ― 530

    別途積立金 ― 5,362

    繰越利益剰余金 ― 390

    利益剰余金合計 ― ― 6,746 31.9

 ４ 自己株式 ― ― △ 2 △0.0

   株主資本合計 ― ― 8,865 41.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― 10 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 10 0.0

   純資産合計 ― ― 8,875 41.9

   負債純資産合計 ― ― 21,172 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 15,623 100.0 15,801 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品たな卸高 ※２ 3,978 3,682

 ２ 当期商品仕入高 3,216 4,120

 ３ 当期製品製造原価
※３ 
※６

9,231 9,140

合計 16,426 16,943

 ４ 他勘定振替高 278 52

 ５ 期末製品たな卸高 ※２ 3,682 12,465 79.8 4,037 12,853 81.3

   売上総利益 3,158 20.2 2,947 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売費及び一般管理費
※５ 
※６

2,765 17.7 2,791 17.7

   営業利益 392 2.5 155 1.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6 5

 ２ 受取配当金 ※４ 2 26

 ３ 作業屑売却益 5 5

 ４ 材質試験収入 22 ―

 ５ 技術協力収入 ― 70

 ６ その他 ※４ 70 107 0.7 66 173 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 67 91

 ２ 手形売却損 19 26

 ３ たな卸差損 10 8

 ４ その他 5 103 0.7 6 133 0.9

   経常利益 397 2.5 195 1.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※７ 0 0

 ２ 土地売却等利益 ※８ 429 ―

 ３ 投資有価証券売却益 ※９ ― 205

 ４ 貸倒引当金戻入益 18 447 2.9 ― 205 1.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※10 ― 4

 ２ 固定資産除却損 ※11 180 35

 ３ 減損損失 ※12 546 ―

 ４ 設備撤去費用 ※13 ― 10

 ５ たな卸資産処分損 49 16

 ６ 課徴金 ※14 ― 29

 ７ 操業短縮特別損失 ※15 183 959 6.1 ― 96 0.6

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

△ 114 △ 0.7 305 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

265 15

   法人税等調整額 △ 112 152 1.0 126 141 0.9

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

△ 267 △ 1.7 163 1.0

   前期繰越利益 689 ―

   中間配当額 65 ―

   当期未処分利益 355 ―



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 3,683 39.4 4,119 47.9

Ⅱ 労務費 2,192 23.5 2,067 24.0

Ⅲ 経費 ※ 3,466 37.1 2,417 28.1

当期総製造費用 9,342 100.0 8,604 100.0

期首仕掛品たな卸高 883 990

合計 10,225 9,595

他勘定振替高 3 142

期末仕掛品たな卸高 990 312

当期製品製造原価 9,231 9,140

 

注１ ※主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度

外注加工費 1,269百万円

減価償却費 821百万円

修繕費 522百万円

支払電力料 200百万円

運送費 152百万円
 

注１ ※主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度

外注加工費 393百万円

減価償却費 746百万円

修繕費 461百万円

支払電力料 159百万円

運送費 123百万円

２ 原価計算の方法

 鋳鉄管、鉄蓋及び樹脂管部門は、組別総合原価

計算を工事部門は実際原価による個別原価計算で

実施しております。

２ 原価計算の方法

 鋳鉄管、鉄蓋及び樹脂管部門は、組別総合原価

計算を工事部門は実際原価による個別原価計算で

実施しております。



③ 【利益処分計算書】 

  

 
（注） 日付は株主総会承認年月日であります。 

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 355

Ⅱ 任意積立金取崩額

  買換資産圧縮積立金取崩
額

1 1

合計 357

Ⅲ 利益処分額

  配当金 65 65

Ⅳ 次期繰越利益 291



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本
利益剰余金

剰余金

資本金 その他利益剰余金 自己
株主資本
合計

資本 利益 買換資産 別途 繰越利益
剰余金

利益剰 株式

準備金 準備金 圧縮積 積立金 余金合計

立金

平成１８年３月３１日残高 
(百万円)

1,855 264 463 533 5,362 355 6,715 △ 2 8,833

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △ 65 △ 65 ― △ 65

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △ 65 △ 65 ― △ 65

買換資産圧縮積立金
― ― ― △ 1 ― 1 ― ― ―

の取崩し（注）

買換資産圧縮積立金
― ― ― △ 1 ― 1 ― ― ―

の取崩し

当期純利益 ― ― ― ― ― 163 163 ― 163

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― 0 0

株主資本以外の項目の事 
業年度期間中の変動額 
(純額)

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― △ 2 ― 34 31 0 31

平成１９年３月３１日残高 
(百万円)

1,855 264 463 530 5,362 390 6,746 △ 2 8,865

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

平成１８年３月３１日残高(百万円) 160 8,994

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注） ― △65

剰余金の配当 ― △65

買換資産圧縮積立金 
の取崩し（注）

─ ─

買換資産圧縮積立金 
の取崩し

─ ─

当期純利益 ― 163

自己株式の取得 ― 0

株主資本以外の項目の事業年度期間中の

変動額(純額)
△150 △150

事業年度中の変動額合計(百万円) △150 △118

平成１９年３月３１日残高(百万円) 10 8,875



重要な会計方針 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式……移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式……同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

時価のないもの

 同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法 ３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物   ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

(1) 有形固定資産

 同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については社

内における利用可能期間に基づく定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産

 同左

(3) 長期前払費用………均等償却 (3) 長期前払費用………同左

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛債権等の取立不能に備えて、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 同左

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見

込額のうち当事業年度に帰属する額を計上して

おります。

   （追加情報） 

 従来、賞与引当金に相当する額は未払賞与と

して流動負債の「未払費用」に計上しておりま

したが、財務諸表作成時において従業員に対す

る賞与支給額を確定させることが困難になった

ため、当事業年度より流動負債の「賞与引当

金」として計上しております。なお、前事業年

度において流動負債の「未払費用」に含まれる

未払賞与の額は191百万円でございます。



前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の10年による定額法によ

り、費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年

による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

 同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当事業年度末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

 同左

(4) 課徴金納付準備引当金

独占禁止法の規定に基づく課徴金納付命令を受

け、課徴金納付準備引当金を計上しております。

(5) 課徴金納付準備引当金

 同左

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

  同左

６ 長期請負工事の収益計上基準

工期が１年超、かつ請負金額が１億円以上の長期請

負工事については工事進行基準を適用しておりま

す。

６ 長期請負工事の収益計上基準

  同左

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

  同左



重要な会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。これにより税引前当期純利益

は546百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

 
 

───

 

 

───

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月
９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日)を適用しております。これによる損
益に与える影響はありません。また従来の「資本の部」
の合計に相当する金額は8,875百万円であります。な
お、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における
貸借対照表は、改正後の財務諸表等規則により作成して
おります。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

───

（損益計算書）
 前事業年度において営業外収益に区分掲記しておりま
した「材質試験収入」につきましては、当事業年度にお
いて営業外収益の100分の10以下となったため、当事業
年度より営業外収益の「その他」に含めて記載しており
ます。なお、当事業年度において営業外収益の「その
他」に含まれている「材質試験収入」は10百万円であり
ます。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。

※２ 担保資産

このうち一年以内に返済予定の長期借入金129百

万円及び長期借入金1,042百万円の担保として根

抵当権(極度額10百万円)に供しているものは次の

とおりであります。

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 1,000 〃 (  〃  )

機械装置 3,435 〃 (  〃  )

計 5,371 〃 (  〃  )

※２ 担保資産

このうち一年以内に返済予定の長期借入金238百

万円及び長期借入金1,004百万円の担保として根

抵当権(極度額10百万円)に供しているものは次の

とおりであります。

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 973 〃 (  〃  )

機械装置 3,455 〃 (  〃  )

計 5,365 〃 (  〃  )

※３ このうち従業員社内預金91百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。

※３ このうち従業員社内預金99百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。

 
※４ 会社が発行する株式 普通株式 128,000千株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっております。

発行済株式総数   普通株式 32,930千株

         

              ────

 

※５ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。

受取手形及び売掛金 171百万円

長期貸付金 270百万円

支払手形及び買掛金 159百万円

※５ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。

受取手形 409百万円

売掛金 36百万円

長期貸付金 240百万円

支払手形 14百万円

買掛金 126百万円

６ 保証債務

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション)

751百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額

58百万円

６ 保証債務

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション)

762百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額

53百万円

※７ 配当制限

その他有価証券の時価評価に伴い、その他有価証

券評価差額金160百万円を計上しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。

         

              ────

※８ 自己株式の保有数         

 
普通株式 11千株               ────

※９ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 23百万円

支払手形 585 〃

設備関係支払手形 31 〃



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ このうち完成工事高1,401百万円を含んでおりま

す。

※１ このうち完成工事高1,465百万円を含んでおりま

す。

※２ 期首製品たな卸高及び期末製品たな卸高には区分

が困難なため仕入商品も含んでおります。

※２ 期首製品たな卸高及び期末製品たな卸高には区分

が困難なため仕入商品も含んでおります。

※３ このうち完成工事原価1,271百万円を含んでおり

ます。

※３ このうち完成工事原価1,360百万円を含んでおり

ます。

            

                ────

※４ 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は、次のとおりであります。 

            

                
 

受取配当金 23百万円

業務受託料等 22 〃

 

※５ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 640百万円

販売諸費 84 〃

旅費及び交通費 117 〃

給料手当 704 〃

賞与 227 〃

退職給付費用 43 〃

福利厚生費 132 〃

租税公課 72 〃

販売費に属する費用の 
おおよその割合

63％

一販管理費に属する費用の 
おおよその割合

37〃

 

※５ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運送費 688百万円

販売諸費 82 〃

旅費及び交通費 119 〃

給料手当 738 〃

賞与 220 〃

退職給付費用 40 〃

福利厚生費 147 〃

租税公課 75 〃

販売費に属する費用の
おおよその割合

64％   

一販管理費に属する費用の
おおよその割合

36〃

 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 42百万円

当期製造費用 16 〃

計 58百万円
 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 50百万円

当期製造費用 12 〃

計 62百万円

 

※７ 固定資産売却益の主な内訳

機械装置 0百万円
 

※７ 固定資産売却益の主な内訳

工具器具備品 0百万円

 

※８ 土地売却等利益の主な内訳

所有土地売却益 302百万円

借地権転借権利金 127 〃

計 429百万円

          

                ────

           

                ────

           
 

※９ 投資有価証券売却益の主な内訳

上場有価証券３銘柄 205百万円

           

                ────

 

※10 固定資産売却損の主な内訳

機械装置 4百万円

工具器具備品 0 〃

計 4百万円

 

※11 固定資産除却損の主な内訳

建物 13百万円

構築物 3 〃

機械装置 144 〃

車両運搬具 2 〃

工具器具備品 16 〃

計 180百万円
 

※11 固定資産除却損の主な内訳

建物 0百万円

機械装置 32 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 2 〃

計 35百万円



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

※12 減損損失

   当事業年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

第３工場 
(埼玉県久喜市)

ポリエチレン管
製造設備

構築物、機械装
置、車 両 運 搬
具、工具器具備
品、土地

第５工場 
(埼玉県久喜市)

レジンコンクリ
ート製品製造設
備

建物、構築物、
機械装置、車両
運搬具、工具器
具備品

＜減損損失を認識するに至った経緯＞

 上記工場につきましては、予想しえない市況の変化に

伴い当初想定しておりました収益が見込めなくなったた

め、資産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

＜減損損失の金額＞

建物 構築物 機械装置
車両 

運搬具
工具器具 
備品

土地 合計

6百万円 1百万円 187百万円 0百万円 18百万円 332百万円 546百万円

＜資産グループのグループ化の方法＞

 各工場を独立したキャッシュ・フローを生み出す単位

として行いました。

＜回収可能価額の算定方法＞

 回収可能価額を使用価値により算定しており、将来キ

ャッシュ・フローを3.4％で割り引いて算定しておりま

す。

            

                    ────

           

                ────

※13 設備撤去費用

      鉄蓋製造設備（Ｖプロ）の撤去費用であります。

          ※14 課徴金

                    ────    ガス用ポリエチレン管販売に関する公正取引委員

会からの課徴金納付命令分であります。

※15 操業短縮特別損失            

   久喜菖蒲工場における操業短縮に伴う損失額であ

ります。

                   ────



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  666株 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 11,696 666 ― 12,362



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額 
相当額

51百万円 121百万円 173百万円

減価償却 
累計額相当額

32百万円 65百万円 98百万円

期末残高 
相当額

18百万円 55百万円 74百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

車両運搬具 工具器具備品 合計

取得価額
相当額

73百万円 254百万円 328百万円

減価償却
累計額相当額

33百万円 94百万円 128百万円

期末残高
相当額

40百万円 159百万円 199百万円

なお、取得価額相当額は有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 47百万円

計 74百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 60百万円

１年超 138百万円

計 199百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

※ 前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成18年４月１日至

平成19年３月31日)における子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

  

項目
前事業年度 

(平成18年３月31日)

当事業年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

 賞与引当金 76百万円 71百万円

 貸倒引当金 4百万円 13百万円

 投資有価証券評価損 36百万円 ―百万円

 退職給付引当金 43百万円 38百万円

 役員退職慰労引当金 17百万円 24百万円

 たな卸資産評価損 21百万円 ―百万円

 未払事業税 6百万円 5百万円

 固定資産減損損失 199百万円 184百万円

 過年度損益修正 66百万円 ―百万円

 その他 17百万円 25百万円

繰延税金資産小計 488百万円 362百万円

評価性引当額 △154百万円 △155百万円

繰延税金資産合計 334百万円 207百万円

繰延税金負債

 買換資産圧縮積立金 △354百万円 △353百万円

 その他有価証券評価差額金 △107百万円 △7百万円

繰延税金負債合計 △461百万円 △360百万円

繰延税金資産(△負債)の純額 △127百万円 △153百万円

項目
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.0％ 40.0％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

△28.7％ 13.0％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

2.4％ △3.8％

住民税均等割 △9.5％ 3.8％

土地(非償却資産)等 
固定資産減損損失

△135.3％ ―％

その他 △2.8％ △6.5％

税効果会計適用後の法人税等負担率 △133.9％ 46.5％



(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 273.23円 １株当たり純資産額 269.63円

１株当たり当期純損失 8.12円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

１株当たり当期純利益 4.96円

潜在株式調整後
―円

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度 当事業年度

(平成１８年３月31日） (平成１９年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額 
(百万円)

― 8,875

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 8,875

普通株式の発行済株式総数(千株) ― 32,930

普通株式の自己株式数(千株) ― 12

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

― 32,918

前事業年度 当事業年度
項目 (自 平成１７年４月１日 (自 平成１８年４月１日

至 平成１８年３月３１日) 至 平成１９年３月３１日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純
損失（△） 
(百万円)

△267 163

普通株式に係る当期純利益又は当期純
損失（△） 
(百万円)

△267 163

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,920 32,918



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱久喜菖蒲工業団地管理センター 46,000 46

JFE商事ホールディングス㈱ 37,200 21

蕨ケーブルテレビジョン㈱ 60 3

㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
グループ

1 2

㈱水道産業新聞社 2,800 1

東京フットボールクラブ㈱ 20 1

その他３銘柄 16,103 1

計 102,184 76



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

 
２ 減少の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 3,447 28 1 3,474 2,346 60 1,128

 構築物 743 16 ─ 760 593 17 166

 機械装置 14,221 575 221 14,575 11,005 563 3,569

 車両運搬具 204 ─ 4 200 187 1 12

 工具器具備品 3,431 157 45 3,543 3,155 185 387

 土地 2,772 3 ─ 2,775 ─ ─ 2,775

 建設仮勘定 2 3 3 1 ─ ─ 1

有形固定資産計 24,823 784 277 25,331 17,289 829 8,042

無形固定資産

 借地権 79 ─ ─ 79 ─ ─ 79

 ソフトウェア 485 19 ─ 505 369 67 136

 電話加入権 9 ─ ─ 9 ─ ─ 9

 水道施設利用権 0 ─ ─ 0 0 0 0

無形固定資産計 575 19 ─ 595 369 67 225

長期前払費用 51 25 5 71 25 12 46

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 粉体塗料倉庫設置 5百万円

構築物 久喜菖蒲工場緑地環境計画工事 11百万円

機械装置 ショットブラスト更新 69百万円

工具器具備品 金枠モールド製作 92百万円

新規鉄蓋模型製作 35百万円

ソフトウェア
推進プロジェクト販売・出荷管理シス

テム改善
13百万円

機械装置 大管粉体塗装加熱炉工事等 10百万円

Ｎｏ２キュポラ本体 10百万円

工具器具備品 直部金枠等 1百万円



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 (注) 25 72 ─ 25 72

賞与引当金 ─ 179 ─ ─ 179

役員退職慰労引当金 46 17 2 ─ 61

課徴金納付準備引当金 217 ─ ─ ─ 217



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 1,629

普通預金 61

定期預金 130

計 1,821

合計 1,822

相手先 金額(百万円)

旭鉄工㈱ 772

安田㈱ 418

日鋳商事㈱ 409

太三機工㈱ 219

㈱西武管商 150

その他 801

合計 2,772

期日別 金額(百万円)

平成19年４月満期 91

  〃  ５月 〃  258

  〃  ６月 〃  821

  〃  ７月 〃 1,173

  〃  ８月 〃 346

  〃  ９月 〃  79

合計 2,772



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 完成工事未収入金 

相手先別内訳 
  

 
  

完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(百万円)

旭鉄工㈱ 275

クリモト・トレーディング㈱ 196

太三機工㈱ 151

㈱ナンブ 133

安田㈱ 91

その他 643

合計 1,492

前期末残高(Ａ) 
(百万円)

当期発生高(Ｂ) 
(百万円)

当期回収高(Ｃ) 
(百万円)

当期末残高(Ｄ)
(百万円)

回収率
(％)

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日)

＝
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365

1,812 15,083 15,404 1,492 91.2 40.0

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥ環境ソリューションズ㈱ 185

日本碍子㈱ 114

ＪＦＥスチール㈱ 75

東三河水道事務所 73

旭鉄工㈱ 42

その他 59

合計 551

前期末残高(Ａ) 
(百万円)

当期発生高(Ｂ) 
(百万円)

当期回収高(Ｃ) 
(百万円)

当期末残高(Ｄ)
(百万円)

回収率
(％)

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日)

＝
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365

847 2,007 2,303 551 80.7 127.1



⑤ 製品 

  

 
  

⑥ 原材料 

  

 
  

⑦ 仕掛品 

  

 
  

⑧ 貯蔵品 

  

 
  

品名 金額(百万円)

鋳鉄管 2,901

鉄蓋 489

樹脂管 369

その他 277

合計 4,037

品名 金額(百万円)

鋼屑 36

故銑 29

銑鉄 18

その他 34

合計 119

品名 金額(百万円)

鋳鉄管 173

樹脂管 5

合計 179

品名 金額(百万円)

補助材料 70

消耗品他 302

合計 372



⑨ 支払手形 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

⑩ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱第一テクノ 354

㈱吉田鉄工営業部 306

名神㈱ 262

阪和興業㈱ 80

大陽燃料㈱ 74

その他 1,777

合計 2,855

期日別 金額(百万円)

平成19年４月満期 585

  〃  ５月 〃  1,326

  〃  ７月 〃 944

合計 2,855

相手先 金額(百万円)

クリモト・トレーディング㈱ 291

ＪＦＥ商事㈱ 137

利根鉄工㈱ 124

ＪＦＥスチール㈱ 88

名神㈱ 42

その他 379

合計 1,063



⑪ 短期借入金 

  

 
  

⑫ 一年以内に返済予定の長期借入金 

  

 
  

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 400

㈱三井住友銀行 300

㈱りそな銀行 300

住友信託銀行㈱ 200

㈱伊予銀行 200

その他３行 300

合計 1,700

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 238

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 132

㈱三井住友銀行 100

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 82

第一生命保険（相） 76

その他４行 251

合計 879



⑬ 設備関係支払手形 

期日別内訳 

  

   

 
  

⑭ 長期借入金 

  

 
  

総額
２ヶ月以内に期日の到来

がくるもの
３ヶ月を超える
期日のもの

232百万円 170百万円 62百万円

100％ 73.1％ 26.9％

(注) 主な相手先 ＪＦＥメカニカル㈱ 57百万円

㈱クボタ 28 〃

藤野工業㈱ 23 〃

㈱菖蒲建設 21 〃

㈱ナカタニ 16 〃

その他28社 85 〃

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,004

㈱三菱東京UFJ銀行 603

第一生命保険(相) 404

日本生命保険(相) 340

三菱UFJ信託銀行㈱ 319

その他４行 737

合計 3,407



(3) 【その他】 

① 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

  

② 重要な訴訟事件等 

当社は、ダクタイル鋳鉄直管の取り引きに関し、公正取引委員会より平成11年４月22日付で独占禁

止法違反の審決を受け、また同年12月22日付で同法第48条の２第１項の規定による課徴金10億5,354

万円の納付命令を受けましたが、平成12年１月20日に不服申立てを行い、現在、審判中であります。

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

１ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２ 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株券未満の表示株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 印紙税相当額

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。

http://www.nichu.co.jp

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第102期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 事業年度
(第103期中)

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月27日
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書の

訂正報告書
事業年度 
(第100期)

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出。

(4) 
 

半期報告書の

訂正報告書

事業年度 

(第101期中)
自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出。

(5) 
 

有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度 

(第101期)
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出。

(6) 
 

半期報告書の

訂正報告書
事業年度 

(第102期中)
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出。

(7) 
 

有価証券報告書の

訂正報告書
事業年度 
(第102期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出。

(8) 
 

半期報告書の

訂正報告書
事業年度 

(第103期中)
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 
  
追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１

項の規定に基づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行っ

た。 

２．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会

計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成

している。 

３．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度よ

り事業区分の方法を変更した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 

仰星監査法人

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  次  郎     ㊞

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  隆  之   ㊞

業務執行社員 公認会計士  榎  本  尚  子    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

   

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 
  

仰 星 監 査 法 人

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  次  郎  ㊞

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士   中  川   隆  之  ㊞

業務執行社員 公認会計士    榎  本   尚  子  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第102期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本鋳鉄管株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１

項の規定に基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。 

２．「重要な会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 

仰星監査法人

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  次  郎   ㊞

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士   中  川  隆  之   ㊞

業務執行社員 公認会計士   榎  本  尚  子    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの第103期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本鋳鉄管株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
  

 

仰 星 監 査 法 人

代 表  社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  次  郎  ㊞

代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士  中  川  隆  之  ㊞

業務執行社員 公認会計士   榎   本   尚   子  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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